
＜採決結果＞
賛成少数で否決（賛成3：反対6）

【反対討論】
　町長の公約実現が十分に見えない中での給与引上げは町民の
理解を得にくい。成果があれば昇給に賛成したい。また、北部
地域投資の過大負債や官製談合事件に副町長と執行部はある程
度責任ある立場。報酬アップはいかがなものか。　　　　（関根）

【反対討論】
　子育て支援金の医療保険上乗せは不適切で
反対。　　　　　　　　　　　　　　　（野田）

鳩山町国民健康保険税条例の
一部を改正 賛成多数

問�　18歳未満の均等割は来年度課税か。
答　18歳未満は全額軽減で負担なし。子ど

も（18歳未満）の負担分を、18歳以上
に賦課して賄う制度になっている。（18
歳以上均等割り）

主な議案をピックアップ

こども誰でも通園制度は、全ての子ども
の育ちを応援し、保護者の多様な働き方
やライフスタイルにかかわらない形での
支援強化のために創設されました。
利用対象者は保育所等に通っていない生
後6 ヶ月から満3歳未満の子どもです。

<提出議案の要旨＞
鳩山町特別職報酬等審議会から答申
の内容を受け、町長、副町長及び教
育委員会教育長の給料を改正する。

町長等の給与等に関する条例の一部改正

特定乳幼児等通園支援事業
（こども誰でも通園制度）の
運営に関する基準を定める条例

全員賛成

町長等の給与等引き上げ案　否決！

問�　事業者が利用を拒否できる正当な理由と
は何か。

答　国の基準に基づき、受入れ枠・定員に余
裕がない。子どもの状況に対し、設備・
人員で安全な受入れが困難。災害・感染
症などで一時的に受入れが制限される理
由以外は拒んではならない。

問�　認定証の交付時間、利用料はどうか。
答　申請から認定証の交付までは１日から３

日程度を想定している。国の標準額は1
時間300円。実際は各事業者が設定。（事
前周知義務あり）

問�　保育士の負担増にならないか。
答　国の試行結果を踏まえた制度設計であり 

町としても負担が増えないよう運営する
方針。

　子ども・子育て支援金制度は、全世代や
企業から支援金を拠出いただき、それによ
る子育て世帯に対する児童手当等の給付の
拡充を通じて、子どもや子育て世帯を社会
全体で応援する仕組みとなっています。
　このため、子ども（18歳未満被保険者）
の均等割額は、全額を減額することとして
おり、この減額分を18歳以上の被保険者が
賄う（18歳以上均等割）仕組みとなってい
ます。
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意見書2件を可決し、国へ提出

法的拘束力 なし
国・省庁の回答義務 なし

回答が期待できる
ケース

全国連合組織（全国知事会、
全国町村会他）経由の意見書
には回答に努める規定あり

現状の課題 回答がなく処理状況が不透明

イランに対する攻撃の即時停止と平和的解決イランに対する攻撃の即時停止と平和的解決
および経済安定を求める意見書（要旨）および経済安定を求める意見書（要旨）

太陽光パネルのリサイクル義務化を太陽光パネルのリサイクル義務化を
求める意見書（要旨）求める意見書（要旨）

2026年2月28日、米国とイスラエルがイランへ
の大規模攻撃を開始し、国際法違反の疑いが指摘
されている。女子小学校の破壊など、深刻な人道
問題も発生している。また、イランが対抗措置と
してホルムズ海峡を事実上封鎖した場合、世界的
なエネルギー価格の高騰が懸念され、日本でも物
価上昇や円安が進むなど、国民生活や地域経済に
大きな影響が及ぶ可能性がある。こうした状況を
踏まえ、鳩山町議会では「イランに対する攻撃の
即時停止と平和的解決および経済安定を求める意
見書」を提出し、　　
1）武力攻撃の即時停止
2）国際法の遵守と平和的解決の推進
3）エネルギー供給の安定確保と物価高騰対策を
国に求める。

太陽光パネルは2030年代後半から大量廃棄が始
まり、安価な埋立処分が主流のため、再資源化の
遅れや不法投棄、処分場逼迫が懸念されている。
脱炭素社会を実現するには、使用済みパネルを適
切に回収・再資源化する仕組みが不可欠であり、
国にリサイクル義務化と体制整備を求める。

賛成5・反対4で可決全員賛成
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鳩山町議会は、以前から多数の意見書を採択しているけれど地方議会の意見書って何？

自治体提出の意見書の国、省庁の現在の扱い

1.	 国の政策・法制度に対して自治体の立場を示す　　
地方の実情に合わない制度や、改善が必要な政策に
ついて、国に対して公式に意見を表明します。

2.	 地域住民の声を国政に反映させる
　　議会は住民の代表機関であり、意見書は住民の要望

を国に届ける手段です。
　　住民請願が採択され、その内容を意見書として国に

提出するケースも多くあります。
3.   国の判断材料として政策形成に影響を与える
　　意見書は法的拘束力こそありませんが、国会や省庁

が政策を検討する際の参考資料として扱われます。
　　複数の自治体から同趣旨の意見書が提出されると、

政策変更の後押しになることもあります。
4.   地方自治体としての姿勢を明確に示す
　　議会が議決することで、自治体としての公式な立場

を内外に示す役割があります。
　　住民に対しても「議会がこの問題を重視している」

というメッセージになります。
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